
１　決算規模等 （単位：千円、％） ２　決算の特徴
項　　目 H26 H25 増　　減

歳入総額 44,208,314 45,980,825 △ 1,772,511
歳出総額 43,478,184 45,335,355 △ 1,857,171
形式収支 730,130 645,470 84,660
翌年度繰越財源 234,008 103,404 130,604
実質収支 496,122 542,066 △ 45,944
地方債残高 57,076,327 59,375,285 △ 2,298,958
財調基金残高 6,790,584 6,444,826 345,758
減債基金残高 7,254,656 7,246,949 7,707
経常収支比率※ 94.3 88.7 5.6
実質赤字比率 0.0 0.0 0.0
連結実質赤字比率 0.0 0.0 0.0
実質公債費比率 9.8 11.1 △ 1.3
将来負担比率 5.5 14.4 △ 8.9
※経常収支比率は分母に臨財債・減税債を含めたもの。

３　歳入・歳出の状況 （単位：千円）

歳　　入 H26 H25 増　　減 備　　考
市税 7,156,449 7,187,043 △ 30,594 自主財源
使用料等 2,670,877 2,517,347 153,530 9,827,326
地方交付税 19,465,234 19,837,173 △ 371,939
譲与税等 1,319,258 1,197,768 121,490 依存財源
国庫支出金 5,267,130 4,881,666 385,464 34,380,988
県支出金 2,902,866 2,836,738 66,128
地方債 5,426,500 7,523,090 △ 2,096,590

歳入合計 44,208,314 45,980,825 △ 1,772,511

歳出（性質別） H26 H25 増　　減
人件費 8,082,601 8,286,739 △ 204,138 義務的経費
扶助費 7,345,618 6,843,596 502,022 23,826,724
公債費 8,398,505 8,211,037 187,468

投資的経費 6,364,427 7,908,607 △ 1,544,180
投資的経費
      6,364,427

物件費 5,670,444 5,186,842 483,602 その他の経費
補助費等 1,833,753 1,700,658 133,095 13,287,033
その他 5,782,836 7,197,876 △ 1,415,040

歳出合計 43,478,184 45,335,355 △ 1,857,171

◎平成26年度普通会計決算の概要（決算統計・財政健全化判断比率より）

（２）歳出においては、人件費が退職手当の減により前年と比較して204,138千円減少した。扶助費は生活保護扶助事
業、臨時福祉給付金給付事業等の増により502,022千円増加した。公債費は繰上償還元金の増により187,468千円増
加した。また、投資的経費は、常備消防施設整備事業、蒲江統合小学校施設整備事業等に増があったものの、庁舎
建設事業等の大幅な減により1,544,180千円減少した。その他の経費は、物件費及び補助費等は増加したものの、積
立金及び貸付金等の減少により798,343千円減少した。
　上記要因等により、歳出全体では1,857,171千円の減少となった。

（３）地方債残高及び基金残高においては、地方債残高が7,725,458千円の元金償還（繰上償還分を含む。）に対し、
5,426,500千円の新規発行となったため2,298,958千円の減少となった。基金残高は財政調整基金に345,758千円、減
債基金に7,707千円を積み立て、全体で209,771千円を積み増すことができた。なお、合併以降、財政調整基金及び減
債基金の取崩しは行っていない。

（１）歳入においては、地方債が新庁舎建設事業債、臨時財政対策債等の減により前年と比較して2,096,590千円減少
した。国庫支出金は、がんばる地域交付金、臨時福祉給付金給付事業費補助金等の増により385,464千円増加した。
地方交付税は、基準財政需要額の算定に係る補正係数及び単位費用等の見直しにより371,939千円減少した。また、
地方税は法人税及び固定資産税は増加したものの、個人住民税が85,958千円減少したことにより、全体で30,594千
円減少した。
　上記要因等により、歳入全体としては1,772,511千円の減少となった。

※普通会計には、一般会計、飲料水供給事業特別会計及び土地区画整理事業特別会計（一部）が含まれます。

※それぞれの項目で端数処理しているため、数値が決算書と一致しない場合があります。
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